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本章では、ひきこもりに関する基本的情報として、
まず、ひきこもりの定義や国及び東京都の支援施策の動向を整理する。
次に、多摩・島しょ地域におけるひきこもりの推計値を示す。
最後に、ひきこもりの支援の必要性について整理する。

第 2 章

ひきこもりに関する基礎情報
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1　　ひきこもりの定義

　ひきこもりという状態は、個人の「甘え」や「怠け」、そして「病気」のことを指してい
るのではない。ひきこもり支援の必要性を検討するにあたって、まずはひきこもりについ
ての正しい知識を持つことが必要である。ひきこもりには明確な定義は存在しないが、公
的機関が示している資料を基として、既存のひきこもりの定義を整理する。
　ひきこもりの定義は、厚生労働科学研究費補助金こころの健康科学研究事業の研究成果
としてまとめられた「ひきこもりの評価・支援に関するガイドライン」（以下、「新ガイド
ライン」という。）や内閣府によって行われた調査によって示されている。なお、内閣府に
よって行われた調査は、15歳から39歳を対象とした「若者の意識に関する調査（ひきこも
りに関する実態調査）」（2010年）と「若者の生活に関する調査」（2016年）が行われ、両調
査の結果よりひきこもりの長期化傾向が見られた。そこで、青年期以降のひきこもりの実
態を調査するため、40歳から64歳を対象とした「生活状況に関する調査」（2019年）が実
施されている。
　加えて、全国の自治体において、ひきこもり状態にある方の実態等の調査に際して規定
されている定義についても確認した。

（ １）新ガイドラインにおける定義
　新ガイドラインにおいて、ひきこもりの定義は以下のとおりとされている。

　様々な要因の結果として社会参加（義務教育を含む就学、非常勤職を含む就労、家
庭外での交遊など）を回避し、原則的には6ヵ月以上にわたって概ね家庭にとどまり続
けている状態（他者と交わらない形での外出をしていてもよい）を指す現象概念

　このことから、直接他者と交流するような社会参加を ６カ月以上回避している現象の
ことを、ひきこもりと定義しており、問題行動や疾患を意味するわけではないことが
分かる。「他者と交わらない形での外出をしていてもよい」とただし書きがあるように、
毎日外出していても、社会とのつながりが無い人は「ひきこもり」とされている。単に
自宅や自室に閉じこもっている状態のことだけが「ひきこもり」ではないことに留意す
る必要がある。
　なお、同ガイドラインの中では、「ひきこもりは原則として統合失調症の陽性あるい
は陰性症状1に基づくひきこもり状態とは一線を画した非精神病性の現象とするが、実
際には確定診断がなされる前の統合失調症が含まれている可能性は低くないことに留意
すべき」としており、統合失調症の症状がひきこもりの原因として含まれている可能性
も示している。
　ひきこもり状態の原因は、ストレスや環境の変化によるものだけでなく、精神疾患や
発達障害の可能性などさまざまであり、 １つに特定できない場合や複数の要因が混在し
ている場合があることも留意する必要がある。

1　 �統合失調症の陽性症状とは、幻覚や妄想をはじめとする症状のことを指し、陰性症状とは、意欲の減退や感情表現が
乏しくなる症状を指す。
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（ ２）内閣府「生活状況に関する調査」（2019年）における定義2

　「ふだんどのくらい外出しますか」という問に対し、「趣味の用事のときだけ外出する」、
「近所のコンビニなどには出かける」、「自室からは出るが、家からは出ない」、「自室か
らほとんど出ない」と回答し、かつ、その状態となって ６カ月以上経つと回答した人で、
次の①～③に該当しない人を「広義のひきこもり群」と定義している。
①	現在の状態となったきっかけを「病気」とし、病名を身体的病気とした人
②	・現在の状態となったきっかけを「妊娠」「介護・看護」「出産・育児」とした人
	 ・就労・就学等の状況を「専業主婦・主夫」又は「家事手伝い」とした人
	 ・�「ふだんご自宅にいるときに、よくしていることすべてに○をつけてください」と

いう問に対し、「家事をする」、「育児をする」又は「介護・看護をする」とした人
	 のいずれかで、かつ、
	 ・�「最近 ６カ月間に家族以外の人と会話しましたか」という問に対し、「よく会話した」

又は「ときどき会話した」とした人
③	・現在の状態となったきっかけを、「自宅で仕事をしている」とした人
	 ・就労・就学等の状況を「勤めている」又は「自営業・自由業」とした人
	 ・�「ふだんご自宅にいるときに、よくしていることすべてに○をつけてください」と

いう問に対し、「仕事をする」とした人

図表 ２ - １ 　内閣府「生活状況に関する調査」（2019年）におけるひきこもりの定義

・趣味の用事のときだけ外出する人
・近所のコンビニなどには出かける人
・自室からは出るが、家からは出ない人
・自室からほとんど出ない人

①きっかけが「病気」（身体的病気）の人

②・きっかけが「妊娠」「介護・看護」「出産・育児」の人
・「専業主婦・主夫」又は「家事手伝い」の人
・ふだん自宅で「家事をする」、「育児をする」又は「介護・看護をする」人
のいずれかで最近６カ月間で家族以外と「よく」又は「ときどき」会話した人

③・きっかけが「自宅で仕事をしている」人
・「勤めている」又は「自営業・自由業」の人
・ふだん自宅で「仕事をする」人

あてはまらない

あてはまる

広義のひきこもり

ひきこもりではない

「ふだんどのくらい外出しますか」という問に対し、以下のとおり回答し、
いずれかの状態が６カ月以上経過した人

2　 �「若者の生活に関する調査」（2016年）と「生活状況に関する調査」（2019年）の定義には、基となる設問の違いにより
若干の差異があるが、本稿ではより新しい調査である「生活状況に関する調査」（2019年）の定義を取り上げる。
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　このうち、「ふだんどのくらい外出しますか。」という問に対し、「近所のコンビニなど
には出かける」、「自室からは出るが、家からは出ない」、「自室からほとんど出ない」と回
答した人を「狭義のひきこもり」、「趣味の用事のときだけ外出する」と回答したものを「準
ひきこもり」とし、「狭義のひきこもり」と「準ひきこもり」の合計を「広義のひきこもり」
としている。

図表 ２ - ２ 　内閣府「生活状況に関する調査」（2019年）におけるひきこもりの定義と出現率

名称 状態 出現率
広
義
の
ひ
き
こ
も
り
群

準ひきこもり群 ふだんは家にいるが、自分の趣味に関する
用事のときだけ外出する 0.58％

狭義のひきこもり群

ふだんは家にいるが、近所のコンビニなど
には出かける 0.65％

自室からは出るが、家からは出ない
又は、自室からほとんど出ない 0.22％

合計 1.45％

　調査結果では、広義のひきこもり群の出現率は1.45％、準ひきこもり群の出現率は0.58％、
狭義のひきこもり群の出現率は、「近所のコンビニなどには出かける人」が0.65％、「自室
からは出るが、家からは出ない人」「自室からほとんど出ない人」が0.22％となっている。
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（ ３）全国の自治体におけるひきこもり状態にある方の定義
　ひきこもり支援を実施する自治体の取組の １つとして、ひきこもり状態にある方の実
態等の調査が行われている。2019年 5 月厚生労働省調べによると、概ね過去10年間にお
いて、都道府県で23件、基礎自治体で105件、計128件実施されている。そのうち厚生労
働省により結果が公表されている43件において、調査対象者であるひきこもり状態にあ
る方の定義を確認した。結果が公表されている自治体の定義を見ると、約25%が独自の
定義を設定していた。

図表 ２ - ３ 　自治体で実施された調査におけるひきこもり状態にある方の定義

調査対象の定義	 自治体数
新ガイドラインの定義と同等 3	 18
内閣府調査の定義と同等 3 	 14
自治体独自の定義を設定（内訳は以下のとおり）	 11

※その他の内訳（類似する内容はまとめている）
・定職を持たずに ２年以上経過した人
・�３ カ月以上、学校や仕事などに行っておらず、家族や援助人・医療人以外の人との交
流がなく、主に自宅で過ごしている人
・�人とのかかわりを避け、長期にわたり、学校や仕事に行かず、それ以外の自発的な外
出も極めて少ない人
・�社会から孤立し、家族以外との親密な対人関係がない状態が ６カ月以上続いている人。
ただし、統合失調症や家事・育児などを除く
・�過去 ６カ月の間、外出していても家族以外の人とのコミュニケーションがほとんどな
い状態の人
・�社会や学校への参加の場面が狭まり、就労や就学などの自宅以外での生活の場が ６カ
月以上の長期にわたって失われている状態にある人
・義務教育終了後であって、おおむね ６カ月以上社会から孤立した状態にある人
・�中学校卒業後または高等学校卒業後から65歳未満の人であって、おおむね ６カ月以上
社会から孤立しているひきこもり状態にある人
・家族会の会員やひきこもり支援団体の支援を受けている人

3　同等には「重度の障害や高齢等により外出できない人を除く」といった自治体独自の条件を付している件数も含む。
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　また、内閣府の「若者の生活に関する調査」（2016年）は15 ～ 39歳、「生活状況に関
する調査」（2019年）は40 ～ 64歳を対象に実施されたが、自治体における調査対象は、
15歳以上とする自治体が27自治体あり、そのうち年齢の上限を定めていない自治体が11
自治体で一番多く、15 ～ 64歳とする自治体が ６自治体と続いた。

図表 ２ - ４ 　ひきこもり状態にある方の調査対象年齢層

調査対象年齢 自治体数
小学生～ 60歳代 1
10 ～ 40歳代 1
15歳以上（上限なし） 11
15 ～ 29歳 1
15 ～ 34歳 2
15 ～ 39歳 2
15 ～ 40歳 1
15 ～ 45歳 1
15 ～ 49歳 1
15 ～ 59歳 2
15 ～ 64歳 6
16 ～ 39歳 1
16 ～ 29歳 1
18 ～ 39歳 2
18 ～ 54歳 1
18 ～ 84歳 1
中学校卒業後または高等学校卒業後～ 64歳 1
20歳以上（上限なし） 1
20 ～ 64歳 1
年齢を定めず 5

　ひきこもり支援を自治体で取り組むにあたっては、その自治体の状況に応じた定義が
設定されていると想定される。なお、東京都で開催されている「東京都ひきこもりに係
る支援協議会」においては、新ガイドラインと同等の定義がなされ、年齢の区分はされ
ていない。
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2　　ひきこもり支援施策の動向

　当初、ひきこもり状態にある方の支援は都道府県・指定都市レベルから始まった。しか
し、少子高齢・人口減少、地域社会の脆弱化等の社会構造が変化する一方で、地域住民が
抱える複雑化・複合化した課題への支援ニーズは増加している。そのため、支援の主体は、
住民により身近な基礎自治体へ移行されつつある。文献調査や東京都へのヒアリング結果
を基に、国や都のひきこもり支援施策の動向を確認する。

（ １）国の動向

図表 ２ - ５ 　国の動向

年度 施策概要
2003年度「10代・20代を中心とした『ひきこもり』をめぐる地域精神保健活動のガイドラ

インー精神保健福祉センター・保健所・市町村でどのように対応するか・援助
するかー」（厚生労働科学研究）を都道府県・指定都市に配布

2006年度 地域若者サポートステーション（愛称：「サポステ」）事業開始（厚生労働省）
→各都道府県労働局単位で支援を実施

2009年度「ひきこもり対策推進事業」創設（厚生労働省）
→都道府県・指定都市において「ひきこもり地域支援センター」を整備開始

2010年度「ひきこもりの評価・支援に関するガイドライン」作成（厚生労働科学研究）
「子ども・若者育成支援推進法」施行（内閣府）

2013年度「ひきこもり対策推進事業」拡充（厚生労働省）
→都道府県・指定都市において「ひきこもりサポーター養成研修、派遣事業」開
始

2015年度 生活困窮者自立支援法施行（厚生労働省）
→福祉事務所設置自治体において「生活困窮者自立支援制度」開始

2016年度「ニッポン一億総活躍プラン」閣議決定
2017年度 改正社会福祉法公布（厚生労働省）

→「地域共生社会」の実現に向け、「我が事・丸ごと」の支援の理念を明確化。
地域生活課題の解決のための体制づくりを市町村の努力義務化。

2018年度 改正生活困窮者自立支援法公布
「ひきこもり対策推進事業」を拡充（厚生労働省）
→都道府県において「ひきこもり支援に携わる人材の養成研修事業」、市町村に
おいて「ひきこもりサポート事業」開始

2019年度「就職氷河期世代活躍支援プラン」公表（厚生労働省）
「経済財政運営と改革の基本方針2019」に「就職氷河期世代活躍支援プログラム」
を明記（内閣府）
「就職氷河期世代支援推進室」設置（内閣官房）
「地域共生社会に向けた包括的支援と多様な参加・協働の推進に関する検討会」
最終取りまとめを発表（厚生労働省）

2020年度 改正社会福祉法の可決・成立（厚生労働省）
※市町村における包括的な支援体制の構築に関する改正規定は2021年 ４ 月施行

� ※ひきこもり対策推進事業は、2020年度からひきこもり支援推進事業に名称変更
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　厚生労働省は従来から、精神保健福祉、児童福祉、ニート対策等において、ひきこもり
を含む相談受付等の取組を行っていたが、2003年度に厚生労働科学研究「10代・20代を
中心とした『ひきこもり』をめぐる地域精神保健活動のガイドライン―精神保健福祉セン
ター・保健所・市町村でどのように対応するか・援助するか―」を都道府県・指定都市に
配布し、「ひきこもり」の状態にある人々も精神的健康の問題であり、精神保健福祉の対
象とされた。

　2006年度には、若年無業者4の就労を支援し、若者の可能性を広げるだけでなく、将来
生活保護に陥るリスクを未然に防止し、経済的に自立させ地域社会の支え手とすることを
目的として、「地域若者サポートステーション事業」が開始された。各都道府県労働局が
若者支援の実績・ノウハウのあるNPO法人等に委託して実施され、職業的自立に向けて
の専門的な相談支援、高校中退者等のニーズに応じたアウトリーチ型の相談、就職後の定
着・ステップアップ支援等が行われている。

　2009年度には施策の更なる充実を図るため厚生労働省は「ひきこもり対策推進事業」を
創設した。それを受けて、全国の都道府県・指定都市では、ひきこもりに特化した第一次
相談窓口として、ひきこもり地域支援センターの設置が始まった。2020年現在、全都道府
県・指定都市67自治体に計75カ所設置されている。ひきこもり地域支援センターには以下
の ４つの役割が求められている。
①�相談支援：�ひきこもり支援コーディネーターが、ひきこもり状態にある方・家族から

の電話、来所等による相談や、必要に応じ家庭訪問を中心とした訪問支援
を行うことにより、早期に適切な関係機関につなぐ

②包括的な支援体制の確保：地域の関係機関との連携体制の構築
③情報発信：ひきこもりに関する普及啓発、利用可能な相談・支援機関情報の発信
④後方支援：地域の支援関係機関への助言、相談対応等の実施

4　 15～ 34歳で、就業者と完全失業者以外の人のうち、家事も通学もしていない人。
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図表 ２ - ６ 　ひきこもり地域支援センターの概要

出典：厚生労働省ウェブサイト	
（https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/seikatsuhogo/hikikomori/index.html）

（2021年 1 月19日閲覧）より

　なお、2010年に施行された子ども・若者育成支援推進法は、第一条で法律の目的を掲げ、
教育、福祉、雇用等の各関連分野にわたる施策を総合的に推進するとともに、ニートやひ
きこもりといった困難を抱える若者への支援を行うための地域ネットワークづくりの推進
を図るとしている。子ども・若者育成支援推進法において、ひきこもり地域支援センター
は子ども・若者育成の関係機関として、地域ネットワークを構成する機関とされている。
　同じく2010年 ５ 月には、厚生労働科学研究の成果により「ひきこもりの評価・支援に関
するガイドライン」が新たに出され、ひきこもり支援にあたる機関への支援に関する指針
が示された。

　2013年度にはひきこもり対策推進事業が拡充され、ひきこもりの長期化・高齢化や、そ
れに伴うひきこもりの状態にある方や家族からの多様な相談にきめ細かく、かつ、継続的
な訪問支援等を行うことを目的として、「ひきこもり支援に携わる人材の養成研修事業」
が創設された。各都道府県・指定都市において訪問支援等を行う「ひきこもりサポーター」
（ピアサポーター 5を含む。）を養成し、養成したひきこもりサポーターを地域に派遣し訪問
支援等を行うものである。
　その後、ひきこもりサポーター養成研修・派遣事業の実施が低調であることや、日常生
活・社会的自立のための居場所などの地域資源が不足しているといった問題に対応するた

5　�ピアとは同等の人、同僚を意味し、ひきこもり経験者やひきこもり状態にある方による仲間同士の支え合いをピアサポー
トという。ピアサポーターは、支える者のこと。
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め、2018年度にはひきこもり対策推進事業が再び拡充され、市町村における「ひきこもり
サポート事業」の項目が創設された。ひきこもりサポート事業には以下の ３つの役割が求
められている。
①情報発信：利用可能な相談窓口・支援関係機関情報の集約と住民への発信。
②�支援拠点づくり：�早期発見・早期支援につなげるためのネットワーク構築や、ひきこ

もり状態にある方等が安心して参加できる居場所の提供等。
③ひきこもりサポーター派遣：訪問支援や居場所運営等へのサポーター派遣。
　また、ひきこもり地域支援センターによる市町村後方支援機能が強化された。

　高齢者福祉や児童福祉、障害者福祉や生活保護など、年齢や経済の状態によって支援の
対象を分けていた従来の制度において、対象となる年齢層も幅広く経済状態も多様な「ひ
きこもり」はどの制度の支援対象にも当てはまらなかった。そこで、これまで「制度の狭間」
に置かれてきた生活保護受給者以外の生活困窮者に対する支援を強化するため、2015年に
生活困窮者自立支援法が施行された。法に基づく生活困窮者自立支援制度では、各自治体
において多様で複合的な課題を抱える人を広く対象として、就労支援のみならず家計支援
や住まいの確保など、個々の生活困窮者やその世帯の状況に応じた包括的な相談支援を行
うことを目的としている。
　2018年に成立した改正生活困窮者自立支援法においては、第二条で基本理念を明確化す
るとともに、第三条で生活困窮者の定義規定がなされ、本人が経済的な困窮に至る背景事
情として「地域社会との関係性」が明記された。収入が無く、理解者・支援者がいないひ
きこもり状態にある方が、地域社会から孤立したままでは生活維持が不可能であることか
ら、ひきこもり状態にある方は同法の支援の対象とされている。

図表 ２ - ７ 　現在のひきこもり支援施策の全体像

★ひきこもりの方がいる世帯へ
→就労準備支援担当者による訪問支援等を実施

○就労準備支援プログラムの作成
○日常生活自立・社会生活自立・就労自立における支援

★相談内容ごとに適切な判断をする「司令塔」として、
多くの関係機関との連携を図っておくことが重要

○相談者への対応
・相談内容に応じて継続的な支援(プラン作成)
・適切な関係機関へつなぐ

支援対象者の
つなぎ

生活困窮者自立支援制度

福祉事務所設置自治体

★市町村におけるひきこもりの早期発見や支援に
つなげるための拠点づくり（居場所、相談窓口）

★ひきこもり施策情報のプラットフォーム構築等
○ひきこもり状態にある本人・家族からの相談を受け、
訪問による支援や専門機関への紹介等を行う。

都道府県・指定都市

ひきこもり支援に携わる人材の養成研修事業

★市町村のひきこもり支援を担当する職員の養成研修
○「ひきこもりサポーター」の養成
（ひきこもり経験者（ピアサポート）含む）
→ 市町村でのサポーター派遣を実施、訪問による支援等を行う。

ひきこもり地域支援センター（R1：67自治体）
★多職種から構成される専門職チームを設置し専門的なアドバイ
スを実施

○ひきこもりに特化した相談窓口
○ひきこもり支援コーディネーターが、関係機関と連携して訪問支援
を行うことにより、早期に適切な機関につなぐ

○市町村のひきこもり支援関係機関の取組を支援
○法律・医療・心理・就労等の多職種から構成されるチームの設置

自立相談支援事業(R1：全905自治体）

就労準備支援事業（R1：496自治体）

市町村

ひきこもりサポート事業

対象者の
情報提供等

多職種チームに
よる専門的助言

サポーターの
養成・活用の促進

出典：厚生労働省ウェブサイト	
（https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/seikatsuhogo/hikikomori/index.html）

（2021年 1 月19日閲覧）掲載の図を（株）日本能率協会総合研究所が加工
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　2016年 ６ 月に閣議決定された「ニッポン一億総活躍プラン」には、「地域共生社会の実現」
が盛り込まれている。地域共生社会とは、制度・分野ごとの「縦割り」や「支え手」「受け手」
という関係を超えて、地域住民や地域の多様な主体が「我が事」として参画し、人と人、
人と資源が世代や分野を超えて「丸ごと」つながることで、住民一人ひとりの暮らしと生
きがい、地域をともに創っていく社会である。
　2017年 ６ 月に改正社会福祉法が公布され、第四条で「我が事・丸ごと」の包括的支援の
理念を「支援を必要とする住民（世帯）が抱える多様で複合的な地域生活課題について、
住民や福祉関係者による把握及び関係機関との連携等による解決が図られることを目指
す」と明記するとともに、地域住民が自ら暮らす地域の課題を「我が事」として捉えられ
るような地域づくりの取組やさまざまな相談を「丸ごと」受け止める場の整備、相談機関
の協働やネットワーク体制の整備などを通じ、第六条で包括的な支援体制を整備すること
が市町村の新たな努力義務とされた。

図表 ２ - ８ 　地域共生社会の概要

出典：厚生労働省「第 １回地域共生社会に向けた包括的支援と多様な参加・協働の推進に関する検討会」資料 ２ 	
（2019年 5 月）より
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　その後、2019年には厚生労働省が「就職氷河期世代活躍支援プラン」を公表、内閣府が「経
済財政運営と改革の基本方針2019」（骨太の方針）に「就職氷河期世代活躍支援プログラム」
を明記、内閣官房に就職氷河期世代支援推進室を設置するなど、年々ひきこもり支援が強
化されている。
　また、同年12月には、市町村における包括的な支援体制の全国的な整備を推進する方策
について検討を進める「地域共生社会に向けた包括的支援と多様な参加・協働の推進に関
する検討会」（地域共生社会推進検討会）が最終とりまとめを発表し、対人支援において
今後求められるアプローチとして、「具体的な課題解決を目的とするアプローチ」と「つ
ながり続けることを目的とするアプローチ」を両輪として進めることが必要であるとした。

図表 ２ - ９ 　対人支援において今後求められる両輪のアプローチ

出典：厚生労働省「地域共生社会に向けた包括的支援と多様な参加・協働の推進に関する検討会」最終取りまとめ（概要）	
（2019年12月）より

　ひきこもり支援においては、必ずしも始めからひきこもり状態にある方と接点を持つこ
とができるわけではない。本人と接点を持てない場合、ひきこもり状態にある方と連絡が
とれるまでの間、家族・親族等と継続的に状況を確認し、ひきこもり状態にある方とつな
がるための方法を模索することになる。また、ひきこもり状態にある方とつながることが
できてからも、状態やライフステージの変化などに応じて、つながりを絶やさない取組が
必要と考えられる。ひきこもり状態にある方、家族・親族等と「つながり続ける支援」が
求められている。
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　2020年 ６ 月には、一つの世帯において複数の課題（8050世帯や、介護と育児のダブルケ
ア等）が存在している状態や世帯全体が地域から孤立している状態等、地域住民の複雑化・
複合化した支援ニーズに対応する包括的な福祉サービス提供体制を整備するため、改正社
会福祉法が成立した。改正法では、既存の相談支援等の取組を活かしつつ、市町村におい
て地域住民の複雑化・複合化した支援ニーズに対応する包括的な支援体制を構築するため、
第百六条の三、第百六条の四においてⅠ相談支援、Ⅱ参加支援、Ⅲ地域づくりに向けた支
援を実施する事業（重層的支援体制整備事業）を創設するとされている。
　「重層的支援体制整備事業」では属性を超えた支援を円滑に行うことを可能とするため、
国の財政支援に関し、高齢、障害、子ども、生活困窮の各制度の関連事業について、一体
的に執行することとなっている。

図表 ２ -10　2021年 ４ 月施行の改正社会福祉法で規定された新たな事業の全体像

出典：厚生労働省「地域共生社会の実現のための社会福祉法等の一部を改正する法律（令和 ２年法律第52号）の概要」	
（2020年 ６ 月）より
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（ ２）東京都の動向
続いて東京都の動向を整理する。

①　ひきこもりに係る支援の経過

図表 ２ -11　東京都のひきこもりに係る支援の経過

年度 施策概要
2004年度「ひきこもりサポートネット」開設（生活文化局）
2005年度「ひきこもりサポートネット」を青少年・治安対策本部に移管
2011年度「東京都若者社会参加応援事業」開始
2014年度「ひきこもりサポートネット」において、市区町村との協働による訪問相談を開始
2017年度 東京都地域福祉支援計画を策定

→「ひきこもりの若者等への支援」を明記
2018年度「ひきこもりサポートネット」をNPO法人へ委託
2019年度 ひきこもりに係る事業を福祉保健局に移管

　東京都では、2004年度から生活文化局男女平等・青少年対策室に「東京都ひきこもりサ
ポートネット」を開設し、ひきこもりの若者や家族からの相談受付を実施してきた。2005
年 8 月には、青少年・治安対策本部に事業を移管した。

　2011年度には「東京都若者社会参加応援事業」を開始し、東京都が策定した「ひきこも
り等の若者支援プログラム」に沿った支援事業を実施するNPO法人等を登録し、都民等へ
の周知を開始した。

　2014年度には、「ひきこもりサポートネット」においてひきこもりとなった人やその家
族の生活状況を把握し、必要な支援機関を紹介する訪問相談の取組を開始した。なお、当
初、訪問相談の対象は義務教育終了後の15歳から概ね34歳までであったが、2019年度から
35歳以上にも対象が拡大された。

　2018年度～ 2020年度を計画期間とする東京都地域福祉支援計画に「ひきこもりの若者
等への支援」を明記、2019年度には、ひきこもりの状態の長期化・高年齢化や生活困窮、
介護の問題など多岐にわたり、ひきこもりの状態にある方や家族が抱える問題の多様化を
踏まえ、ひきこもり支援に係る事業を福祉保健局に移管した。また、年齢によらず、ひき
こもりの状態にある方・家族の状況に応じた支援の在り方についての検討及び情報共有の
場を設け、ひきこもりの状態にある方・家族への切れ目のないきめ細かな支援を行うこと
を目的として、学識経験者や関係機関等からなる「東京都ひきこもりに係る支援協議会」
を設置した。
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②　現在の取組
　東京都のひきこもりの状態にある方への取組は、「東京都ひきこもりサポートネット」、
「東京都若者社会参加応援事業」、「都民向けのシンポジウム」の ３ つである。これらに
加えて、2019年度に発足した「東京都ひきこもりに係る支援協議会」において、支援の
あり方などの提言をまとめているところである（2021年度にとりまとめ予定）。

ⅰ．東京都ひきこもりサポートネット
　本事業は、ひきこもりの状態にある方、家族・親族等、さらには友人から電話、メー
ル、訪問による相談を行う事業である。電話、メールによる相談は匿名での相談が可
能であるが、訪問相談は、本人同意のもと各市区町村が窓口となり、東京都ひきこも
りサポートネットの職員が訪問する。この際、必要に応じて基礎自治体職員とケース
検討会議を行い、情報共有を図っている。本事業は、国の「ひきこもり支援推進事業」
における「ひきこもり地域支援センター事業」に該当する。

図表 ２ -12　東京都ひきこもりサポートネットのリーフレット

　　

出典：東京都ひきこもりサポートネットウェブサイト（https://www.hikikomori-tokyo.jp/）（2021年 1 月19日閲覧）より

ⅱ．東京都若者社会参加応援事業　
　東京都が整備した「ひきこもり等の若者支援プログラム」に沿った支援事業を、適
正かつ継続的に実施できるNPO法人等を育成・サポートすることにより、ひきこも
りの状態にある若者の社会参加を応援する事業である。なお、「ひきこもり等の若者
支援プログラム」に沿った支援事業を実施しているNPO法人等は、登録団体・研究団
体として実施している支援内容とともに東京都ひきこもりサポートネットのウェブサ
イトで公開されている。

ⅲ．都民向けシンポジウム
　ひきこもりの状態にある方やその家族を対象として、講演会や支援機関の取組紹介
等の普及啓発を行う。

22 23



第２章　ひきこもりに関する基礎情報

第
２
章

（ ３）ひきこもり支援に活用できる補助金について
　ひきこもり支援の主体が都道府県・指定都市から基礎自治体に移行されつつあること
を踏まえ、基礎自治体がひきこもり支援に活用することができる財政的支援を整理する。
2020年度現在、国において基礎自治体がひきこもり支援に活用可能な補助金は以下の ２
つである。
　なお、2021年度以降、社会福祉法改正に伴い補助金体系に変更が生じる可能性がある
ため、国や都からの通知を注視する必要がある。

図表 ２ -13　活用できる補助金

生活困窮者就労準備支援事業費等補助金 地域就職氷河期世代支援加速化交付金
主体 厚生労働省 内閣府

概要

地方自治体等が地域の実情に応じて、生活
困窮者や生活保護受給者などの地域の要援
護者に対して自立・就労に向けたさまざま
な支援サービスを総合的・一体的に提供す
ることによりその自立を促進するととも
に、生活保護制度の適正実施を推進するこ
とを目的とする補助金である。
本補助金の交付対象とされている事業のう
ち、ひきこもり支援を推進するための体制
を整備し、ひきこもり状態にある方や家族
等を支援することにより、ひきこもり状態
にある方の社会参加を促進し、本人及び家
族等の福祉の増進を図ることを目的とする
「ひきこもり支援推進事業」が活用可能 6で
ある。

地方自治体において、当該地域における就
職氷河期世代 7の方々の実態やニーズを踏
まえた、地域の経済団体、就労、福祉等の
関係機関、当事者団体や支援団体等と連携
した支援の取組を加速させることを目的と
する交付金である。

開始 2015年度 2019年度

対象

報酬、給料、職員手当等、報償費、共済費、
旅費、需用費（消耗品費、印刷製本費、食
糧費、燃料費、光熱水費）、役務費（通信
運搬費、保険料）、委託料、使用料及び賃
借料、備品購入費（単価30万円以上の備品
を除く。）、補助金

①不安定な就労状態にある方（不本意なが
ら非正規雇用で働く方）、②長期にわたり
無業の状態にある方（就業希望はあるが、
「希望する仕事がありそうにない」などの理
由で、就職活動に至っていない方等）、③
社会とのつながりをつくり、社会参加に向
けたより丁寧な支援を必要とする方（ひき
こもり状態にある方など）に向けた、相談
支援の実施や居場所の整備・提供等の事業

補助率 １ / ２ ３ / ４

6 　�ひきこもり状態にある方は生活困窮者自立支援制度の支援対象であるため（本報告書P.18参照）、ひきこもり支援推進
事業以外の本補助金の交付対象である、生活困窮者からの相談に早期かつ包括的に応じる「生活困窮者自立相談支
援事業」や、一般就労に従事する準備としての基礎能力の形成を支援する「就労準備支援事業」等においても支援対
象であることに留意。

7　�概ね1993〜2004年に学校卒業期を迎えた世代のこと。
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3　　ひきこもりの現状

　ここまで、ひきこもり支援に関する国や都の動向、法令を紹介してきたが、本項では、
基礎自治体におけるひきこもり支援の現状について整理する。

（ １）多摩・島しょ地域の推計結果
　内閣府が実施した「若者の生活に関する調査」（2016年）（対象：15 ～ 39歳）、「生活
状況に関する調査」（2019年）（対象：40 ～ 64歳）における出現率を基とした、多摩・島しょ
地域のひきこもり人口の推計結果は以下のとおりである。
　内閣府が行った調査の出現率を基とすると、多摩・島しょ地域全体で15 ～ 39歳の広
義のひきこもりは約19,000人（出現率1.57％）、40 ～ 64歳の広義のひきこもりは約22,000
人（出現率1.45％）いることが推計される。なお。広義のひきこもり群はいずれの年代
においても1.5％程度、およそ100人に １ 人が該当し、人口に対する生活保護を受給して
いる人の割合8と同程度である。

図表 ２ -14　ひきこもり状態にある方の推計値【15 ～ 39歳の場合】

8 　�「被保護実人員（１カ月平均）」÷「基準日現在の総人口」で算出した値。保護率。2020年 1月現在、多摩・島しょ地
域の保護率は1.74%。
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図表 ２ -15　ひきこもり状態にある方の推計値【40 ～ 64歳の場合】

出典：東京都ウェブサイト「住民基本台帳による東京都の世帯と人口」

（https://www.toukei.metro.tokyo.lg.jp/juukiy/2020/jy20q10701.html）

（2021年 1 月19日閲覧）をもとに（株）日本能率協会総合研究所が算出

※人口は2020年 １ 月 １ 日時点。推計値は小数点切り上げしているため、合計値と合わない
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（ ２）ひきこもり支援の必要性について
　ひきこもり状態は、子どもから高齢者まで幅広い年代で起きることが分かっており、
その原因も多様である。また、ひきこもりの状態にある方は、地域や社会との関係性が
希薄であるといった状況があり、対人関係の不安や自己表現の困難さといった特性、将
来への不安感、自己喪失感や自己否定感を抱いている場合も少なくない。
　地方自治体は、社会福祉法において地域生活課題の解決に資する支援が包括的に提供
される体制の整備、その他地域福祉の推進のために必要な各般の措置を講ずるよう求め
られているとともに、同法や生活困窮者自立支援法等においても支援のための体制整備
が求められている。
　また、福祉事務所を設置していない町村については、生活困窮者自立支援法上の事業
実施主体とされていない。一方で、一時的な相談支援の機能を担えるよう、町村におけ
る相談事業が可能であることが記載されており、厚生労働省社会・援護局が作成した「生
活困窮者自立支援制度に係る自治体事務マニュアル」においても、住民生活に身近な行
政窓口として「町村が一次的な窓口を設置することで、町村部の生活困窮者そして潜在
的な事業利用者に留まっている方に対する支援体制が強化されることが期待される」と
記されている。
　基礎自治体は、住民に身近な存在として地域福祉の向上のため、ひきこもり状態にあ
る方の複雑な状況や心情等を理解し、丁寧に寄り添う対応をしていく必要がある。

　一方で、ひきこもり状態は生産年齢人口の減少に伴う働き手不足や税収減、更には社
会保障費の増加とも関係する。ひきこもり状態にある方を支援することにより、さまざ
まな世代の孤立の防止や地域で元気に暮らす住民を増加させることとなる。また、将来
的には公的扶助等の社会保障費削減が実現する可能性もある。次ページに社会保障費削
減の試算例を掲載する。
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①　社会保障審議会生活保護基準部会
　2011年 ５ 月24日に開催された第 2回社会保障審議会生活保護基準部会において、適切
な貧困・格差対策を実施し、生活保護を受給し続けた場合と就業した場合の社会保障等
に与える影響を推計した資料が提示されている。
　推計結果によると、自治体の社会保障費等に与える影響として、一人当たり最大 1億
5千万円を超える効果があると見込まれている。

図表 ２ -16　生活保護を受給した場合と就業した場合の社会保障費等に与える影響
①納付される社会保険料・税金

10,617万円～7,804万円

②社会保障給付（医療介護、年金等）
4,088万円～5,180万円

③生活保護を受給し続けた場合の必要額
8,765万円～10,076万円

自治体の社会保障費等に与える効果
15,294万円～12,701万円

就労を通じて
社会に復帰できた場合

生活保護を受給し続け
た場合

※正規雇用・25歳独身のケース	
※図中の金額は「男性の場合」～「女性の場合」として記載	

出典：厚生労働省「第 2回社会保障審議会生活保護基準部会」（2011年 5 月24日）　資料 2 - 2 を	
（株）日本能率協会総合研究所が加工

②�　厚生労働省「保健福祉分野における民間活力を活用した社会的事業の開発・普
及のための環境整備事業」参加自治体による試算（2018 ～ 2019年度）
　千葉県佐倉市では、厚生労働省「保健福祉分野における民間活力を活用した社会的事
業の開発・普及のための環境整備事業」において、「引きこもり等の社会的孤立者への
アウトリーチによる就労に向けたステップアップ支援」事業を行った。この事業おいて、
ひきこもり等の社会的孤立状態の人に対し、就労意欲の喚起や就労による自立を目指し
て、マンツーマンのアウトリーチを実施した。
　事業における財政効果の試算として、市町村民税や社会保険料等の税収入増加分及び
生活保護費抑制分として、一人当たり生涯で4,077万 9 千円の効果を試算している。（25
歳のモデル賃金 229万円（男女平均値）を基準として就労が実現した場合の65歳までの
賃金収入を算定し、その金額から市区町村民税、都道府県民税、社会保険料、所得税を
税収入増加分として算定）

　上記 ２例のように、ひきこもり状態にある方自身が望む回復の形として「就労」が選
択された場合、将来起こり得る社会的孤立のみならず、社会保障費の増大を未然に防止
できる可能性がある。住民に身近な圏域において、早期にひきこもり状態を改善するた
めに支援を実施し、自立した生活をするための能力向上や生活基盤の整備が必要である
と考えられる。
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